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東京一極集中の状況等
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第８回検討会
秋田県ヒアリング説明資料
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東京都ヒアリング説明資料



各圏域から東京都への転入超過数

北海道→東京都
3,380人

東北地域→東京都
9,929人

東海地域→東京都
12,585人

近畿地域→東京都
15,437人

九州地域→東京都
8,582人

中国地域→東京都
５,5３２人

北陸・新潟地域
→東京都
5,729人

四国地域→東京都
2,670人
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東京一極集中の状況に係る分析等
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① 地方部の県では、特に若年層（20代）において、大学や大企業等が集中している東京都への転出

超過となっている状況であり、地方が育てた若い人材が東京都へ流出し、首都圏経済を下支えして

いる、との見解が示された（人口や企業の東京一極集中は、大阪府や京都府からも指摘がある）。

また、東京都は首都として、政府機関や企業、大学、優秀な人材が集積している一方、その都市機

能の維持に必要な人材の育成やエネルギー、水、食料は地方が供給しており、地方部を置き去りに

して東京都だけの発展は考えられない、との見解が示された。（第８回検討会：秋田県・福岡県ヒアリング、地方

団体アンケート調査）

② 一方、東京都からは、人口は東京にのみ集まっているわけではなく、各地域の中核となる大都市

に集積しており、「東京一極集中論」はそもそも前提となる事実に誤りがある、との主張があった。

（第８回検討会：東京都ヒアリング）。

③ このほか、地方において人口流出に歯止めがかかっておらず、東京一極集中の是正は重要な課題

である一方、この課題を地方と東京の対立軸と捉えるのでなく、それぞれの強みを生かして特性に

応じて発展していくことが重要、との意見があった（第７回検討会：全国市長会ヒアリング）。

④ なお、人口は各地域の大都市に集積しているという見解について、客観的データとして、各圏域

の大都市に流入する人口と同程度の人口が東京都に流入しているとともに、各圏域の大都市から

東京都へも転出超過の状況となっており、人口の東京一極集中という状況に変わりはない。



行政サービスの地域間格差の状況等
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埼玉・千葉・神奈川の３県知事からの要望書（抄）

令和７年８月２９日
総務大臣 村 上 誠一郎 様
財務大臣 加 藤 勝 信 様

高校授業料実質無償化など一部に進展が見られるものの、東京都一極集中が続く中、令和７年度も

東京都は、「０～２歳児の第１子の保育料無償化」、「民間医療機関への独自の支援」、「夏季における水道

基本料金の無償化」といった施策を打ち出しているため、こども施策をはじめとした様々な施策で、東

京都と周辺自治体の地域間格差がもはや看過し得ない水準にまで拡大しており、これは財政状況の

違いから生じているものと考えられる。

特に、地方法人関係税については、電子商取引の進展や、納付税額が多い大企業が、東京都に本店

又は事業所を置く傾向が強いことなどを背景に、東京都への税収集中がより一層進んでいる状況にあ

り、地域間の格差が生じる大きな要因となっている。（略）

ついては、このような状況を踏まえ、次の事項について要望する。 （略）

２ 税源の偏在是正

地方税は、地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを行う上で、最も重要な基盤であり、

行政サービスの地域間格差が過度に生じないよう、「経済財政運営と改革の基本方針 2025」

（骨太方針 2025）や、特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律附則第９条など

に基づき、国は、拡大しつつある地方公共団体間の税収の偏在や財政力格差の状況について

原因・課題の分析を進め、その結果を勘案し、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体

系の構築に向け、適切な偏在是正措置を早急に講じること。

埼 玉 県 知 事 大 野 元 裕
千 葉 県 知 事 熊 谷 俊 人
神 奈 川 県 知事 黒 岩 祐 治



第８回検討会
埼玉県ヒアリング説明資料
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事業名 概要
R7予算額
（東京都）

各県・市が実施する場合の追加の予算額（試算）

福岡県 埼玉県 秋田県 千葉市

０１８サポート
（R6.1～）

都内に在住する０歳から18歳までの子
供（約200万人）を対象に、１人当たり
月額5,000円を支給（所得制限なし）

1,227億円 508億円 ６６２億円 ６２億円 ８６億円

私立高等学校等
特別奨学金補助
（R6～）

都内に居住し、私立高校等に通う生徒
の保護者に対し、国の就学支援金と合
わせて、都内私立高校平均授業料まで
支援し、私立高校授業料を実質無償化
（所得制限を撤廃）

643億円 104億円 １１０億円 ２５億円 ５４億円

東京都公立学校
給食費負担軽減事
業
（R6～）

国の方策が講じられるまでの間、区市町
村が行う学校給食費の保護者負担軽減
に係る取組を支援
・実施主体：区市町村（補助率1/2）

251億円 60億円 １２３億円 １７億円 ３８億円

保育料等無償化
（R5.10～）

認可保育所等に通う利用者負担分につ
いて、令和７年９月から、年齢や所得に
かかわらず第一子も無償化
・実施主体：区市町村
（負担割合 第二子無償化実施時の考
え方を踏まえて設定）

763億円

※第一子無償化分
279億円

136億円 １７０億円 ９億円 ３４億円

医療費助成事業
（R7拡充）

子供医療費について、以下の自己負担
額となるよう助成
・義務教育就学前の乳幼児：なし
・義務教育就学児、高校生等：通院１回当
たり200円
※令和７年10月から所得制限を撤廃

乳幼児 38億円
義務教育就学児

52億円
高校生等 86億円

131億円 ４０億円 ４億円 ３．８億円

水道料金に係る基
本料金無償臨時特
別措置

都の水道料金の基本料金について、令
和7年度の夏場4ヶ月間分相当を無償
とする等の臨時特別措置を実施

368億円 １１６億円 ー 19億円 ー

東京都の事業を他県等が実施する場合の追加費用

（出所） 指定都市市長会ヒアリング説明資料（第７回検討会）、福岡県・埼玉県・秋田県ヒアリング説明資料（第８回検討会）を基に作成。



第８回検討会
埼玉県ヒアリング説明資料
（東京都の実施事業）
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第８回検討会
東京都ヒアリング説明資料
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東京都 46道府県

基準財政需要額に対する決算額の状況

○ 標準的な行政サービスの提供に必要と推計される一般財源等（基準財政需要額）と、実際に支出された一般
財源等（決算額）を比べると、東京都は、他の道府県と比べて、全体的に高い水準にあり、特に、民生費（児童
福祉費・社会福祉費）の決算額（R5年度）は、基準財政需要額の３.５倍を超えている。

一般財源等の歳出決算額／基準財政需要額 （Ｒ５年度、都道府県と市区町村の合計額）

第８回検討会
福岡県ヒアリング説明
資料を参考に作成

14

※1 基準財政需要額は「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」（総務省HP)、歳出決算額は「地方財政状況調査」による。
なお、歳出決算額は都道府県及び市区町村の合計（都道府県が管内市町村に対して交付する利子割交付金等の各種交付金及び東京都が特別区に対して交付する
特別区財政調整交付金は都道府県の歳出に含んでおらず、災害復旧費及び民生費のうち災害救助費は都道府県及び市区町村の歳出に含んでいない）である。

※２ その他には、掲出している費目以外のもの（産業経済・雇用対策費、公共事業・地域振興費、公債費等）を含む。



民生費（児童福祉費・社会福祉費）の推移

一般財源等の歳出決算額／基準財政需要額 （Ｒ1～５年度、都道府県と市区町村の合計額）

○ 標準的な行政サービスの提供に必要と推計される一般財源等（基準財政需要額）と実際に支出された一般
財源等（決算額）との比較のうち、民生費（児童福祉費・社会福祉費）の推移を見ると、東京都では、近年、基準
財政需要額に対する決算額が増加傾向にある。

15

第８回検討会
福岡県ヒアリング説明
資料を参考に作成
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46道府県 東京都

※ 基準財政需要額は「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」（総務省HP)、歳出決算額は「地方財政状況調査」による。



衛生費の推移

一般財源等の歳出決算額／基準財政需要額 （Ｒ1～５年度、都道府県と市区町村の合計額）

○ 標準的な行政サービスの提供に必要と推計される一般財源等（基準財政需要額）と実際に支出された一般
財源等（決算額）との比較のうち、衛生費の推移を見ると、東京都では、近年、基準財政需要額に対する決算
額が増加傾向にある。
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第８回検討会
福岡県ヒアリング説明
資料を参考に作成
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※ 基準財政需要額は「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」（総務省HP)、歳出決算額は「地方財政状況調査」による。



教育費の推移

一般財源等の歳出決算額／基準財政需要額 （Ｒ1～５年度、都道府県と市区町村の合計額）
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第８回検討会
福岡県ヒアリング説明
資料を参考に作成
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○ 標準的な行政サービスの提供に必要と推計される一般財源等（基準財政需要額）と実際に支出された一般
財源等（決算額）との比較のうち、教育費の推移は以下のとおり。

※ 基準財政需要額は「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」（総務省HP)、歳出決算額は「地方財政状況調査」による。



行政サービスの地域間格差の状況に係る分析等
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① 近年、税収に恵まれている東京都では、豊かな財政力を背景に子ども施策をはじめとする様々な

施策を打ち出し、行政サービスの地域間格差が拡大している、との見解が示された（第7回検討会：全国知

事会、全国町村会、指定都市市長会ヒアリング、第８回検討会：福岡県・埼玉県・秋田県ヒアリング、地方団体アンケート調査）。

② こうした東京都の実施する行政サービスについて、東京都以外の多くの道府県や指定都市等から

は、同じような行政サービスを実施するためには、巨額の財源が必要であり、実施することは財政上

困難、との見解が示された（第７回検討会：指定都市市長会ヒアリング、第８回検討会：福岡県・埼玉県・秋田県ヒアリング、地

方団体アンケート調査）。

③ 一方で、東京都からは、各地域が抱える課題や状況を踏まえ、それぞれの自治体が必要な行政サー

ビスを展開していくことが、地方自治の基本であり、優先度に応じて、都と同様の施策を展開してい

る自治体も存在するとの見解が示された（第８回検討会：東京都ヒアリング）。

この見解については、他の自治体の施策の内容を見ると同様の施策とはいえないのではないか、

東京都と同等の規模・条件で行政サービスを実施している自治体は他になく、それだけを見ても財

政力格差・行政サービスの格差が生じているといえるのではないか、との意見が出された。

④ 標準的な行政サービスの提供に必要と推計される一般財源等（基準財政需要額）と、実際に支出され

た一般財源等（決算額）を比べると、東京都は、他の道府県と比べて全体的に高い水準となっており、

統計的にも、他の道府県に比べ充実した行政サービスが提供されている可能性が示唆された（第８回

検討会：福岡県ヒアリング）。



地方団体間の税収の偏在や
財政力格差の状況等

19



（注１）上段の「最大／平均」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を平均で割った数値であり、「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値
である。下段の数値は、税目ごとの税収総額である。

（注２） 地方税計は特別法人事業譲与税を含まない額である。

【特別法人事業譲与税を含まない場合】 【特別法人事業譲与税を含む場合】

最大/平均：１．６倍 最大/平均：１．７倍 最大/平均：２．６倍 最大/平均：２．０倍 最大/平均：１．６倍

４３．５兆円 １３．４兆円 ７．０兆円 ９．１兆円 ９．９兆円

（最大/最小：２．３倍） （最大/最小：２．５倍） （最大/最小：６．３倍） （最大/最小：３．６倍） （最大/最小：２．３倍）
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人口一人当たりの税収額の指数（令和５年度決算額）
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第８回検討会
東京都ヒアリング説明資料
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第８回検討会
福岡県ヒアリング説明資料



第８回検討会
埼玉県ヒアリング説明資料
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道路面積 河川延長 高等学校教職員数

○ 集積された都市構造により、東京都の道路面積、河川延長、高等学校教職員数などの行政コストは全国最小レベル。

最大／最小 ２7．8倍

東京都は
全国４５位

東京都は
全国４７位

東京都は
全国４７位

（注）R7年度の普通交付税算定（都道府県分）における測定単位の数値（補正前）により比較したもの。上段の「最大／最小」は都道府県ごとの人口一人当たり測定単位の最大値を最小値で除した数値。

最大／最小 ９８．０倍 最大／最小 ３．３倍

人口一人当たりの行財政需要の指数
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地方団体の一般財源（地方税等と地方交付税）の構造

○ 地方交付税制度を通じて、地方団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも標準的な行政サー
ビスを提供できるよう財源を保障。

○ 地方団体の標準的な行政サービス以外の財政需要については、「留保財源 」（地方税収入見込額の原則

25％）を充てることとなるほか、不交付団体においては標準的な水準の行政サービスの提供に必要な財源を上
回る「財源超過額 」が存在。

地方交付税標
準
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス

基
準
財
政
需
要
額

※ 各地方団体の基準財政収入額は、地方税等収入の原則として75％であるが、一部（個人住民税の一部、地方消費税の一部など）100％のものもある。

財政力が弱い団体

独

自

施

策

等

独 自 施 策 等

財政力が強い団体

地

方

税

等

２５％ ７５％
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地
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収入額

基準財政
収入額

財源超過額

＋ → 独自施策等に充てられる財源

歳出 ← → 歳入

［ 交付団体 ］ ［ 交付団体 ］

［ 不交付団体 ］

地

方

税

等

２５％ ７５％ ２５％ ７５％
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各地方団体が独自施策等に充当可能な財源（都道府県・市町村合計）の状況

○ 各地方団体が独自施策等に当てられる財源※の東京都（都・市区町村合計）における人口一人当たりの額は、
令和７年度で28.1万円。46道府県平均 7.8万円の約3.6倍となっている。

○ 平成25～29年度平均比では、東京都は10.4万円増加する一方、46道府県は1.6万円の増加に留まっている。

（単位：万円）

＋10.4万円

■ H25～29年度平均 ■ R7年度

26

＋1.6万円

注 財源超過額については、臨財債振替前の基準財政需要額をもとに算出。
人口は、各年度の１月１日時点の住民基本台帳人口によるが、R7年度においては令和７年１月１日時点の住民基本台帳人口による。

※ 留保財源＋財源超過額：地方交付税による財源保障・財源調整の対象とならない財源
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東京都の税収の推移

（注） 令和５年度までは決算額、令和６年度は予算額及びR7.3末現在の収入済額、令和７年度は予算額であり、特別法人事業譲与税等を含まない。

（出所）東京都HPより
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 0.0

３.0

兆円

（主な内訳）
○地方法人二税
     2,3４７億円
○個人都民税

1,540億円
○地方消費税

6３５億円
○固定資産税・都市計画税

45２億円

＋5,431億円

予算 予算見込

第６回検討会（R7年8月6日)
資料３より再掲
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H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29 R1 R3 R5 R7

財源超過額のうち東京都・特別区分 財源超過額のうち東京都・特別区以外の不交付団体分

（兆円）

（出典）総務省「地方交付税等関係計数資料」

○ 東京都の財源超過額が過去最高（2.0兆円、令和７年度）となっているとともに、財源超過額全体に占める
東京都及び特別区のシェアも増加基調で推移し（H1：61.0％⇒R7：83.8％）、近年は高い状態が継続。

※財源超過額：普通交付税の算定において、基準財政収入額が基準財政需要額を上回る額

東京都・特別区シェア：
61.0％

東京都・特別区シェア：
83.8％

東京都・特別区の財源超過額の推移
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１都３県等の一般財源の推移

○ 東京都は周辺３県に比べて一般財源の額が大きい。また、近年増加傾向にある。

（億円）

東京都

埼玉県

千葉県

神奈川県

鳥取県

高知県

18,779

31,46032,035

26,480
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東京都と
神奈川県の差

（H23比 ▲ 4.7%）

（H23比 ▲ 6.9%）

（H23比 + 5.6%）

（H23比 +12.0%）

（H23比 +0.3%）

（H23比 +40.6%）

※「一般財源」は「地方税」、「地方譲与税」、「地方特例交付金等」、「地方交付税」及び「臨時財政対策債」の合計額から法定外税、超過課税、臨時財政対策債償還費等を
控除したもの。東京都の「地方税」は、都が徴収する地方税であり、都区財政調整交付金等を控除して作成。
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東京都（特別区及び都内市町村含む）一般財源の割合の推移

東京都一般財源 （参考）東京都人口

全国の都道府県及び市区町村の一般財源に占める東京都（特別区及び都内市町村含む）の一般財源
の割合はH23（10.1％)からR5(13.1％)に増加。

0.0%

（注）「一般財源」は「地方税」、「地方譲与税」、「地方特例交付金等」、「地方交付税」及び「臨時財政対策債」の合計額から法定外税、臨時財政対策債償還費等を控
除したもの。東京都の「地方税」は、都が徴収する地方税であり、都区財政調整交付金を控除して作成。

全国に占める東京都の一般財源のシェア推移
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地方団体間の税収の偏在や財政力格差の状況に係る分析等

31

① 人口一人当たりの税収額を都道府県別に比較すると、地方税合計では、最大の東京都と最小の長

崎県で2.3倍の差がある（令和５年度決算額）。

② 地方税に地方交付税等を加えた、人口一人当たりの一般財源額を都道府県別に比較した場合、東

京都は全国平均と同水準との見方がある（第8回検討会：東京都ヒアリング）。

③ 一方で、狭い面積に人口が集中している東京都は、標準的な行政サービスの提供に必要なコスト

が相対的に小さいことから、標準的な財政需要への充当割合が非常に低いため、留保財源と財源超

過額により東京都独自の施策が実施できるとの見方や、人口密度が上昇するほど人口一人当たり

の一般財源は小さくなる傾向にあるところ、東京都はその傾向から外れて、高い水準にあるとの見

方もある（第8回検討会：福岡県・埼玉県ヒアリング）。

④ 各地方団体が独自施策等に当てられる財源（留保財源＋財源超過額）は、東京都とそれ以外の道

府県との間に大きな格差が存在するとの指摘がある（第7回検討会：指定都市市長会ヒアリング、第8回検討会：福

岡県・埼玉県・秋田県ヒアリング、地方団体アンケート調査）。

東京都の財源超過額は、過去最高（令和７年度）となっている。

⑤ これらの背景として、近年、東京都の税収、特に地方法人二税が大きく増加しているとの指摘があ

るとともに、固定資産税についても、集積によって地価が上昇してくれば税収として伸びてくる面が

あるとの指摘がなされた（第7回検討会：指定都市市長会ヒアリング、第8回検討会：東京都・埼玉県・秋田県ヒアリング）。

東京都は、周辺３県に比べて一般財源の額が大きく、その差は近年増加傾向にあるとともに、全国

に占める東京都の一般財源のシェアも増加傾向にある。



その他の財政力格差に関連する資料
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第７回検討会
指定都市市長会（千葉市）
ヒアリング説明資料



第８回検討会
埼玉県ヒアリング説明資料
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地方債残高の推移

○ 都道府県の借入金（地方債）残高について、東京都はH18→R5の20年弱で約45％縮減して
きている一方、他の道府県は増加傾向。

※括弧内はH18比の増減率

67,628 

37,095 （▲45.1%）

29,408 

37,868 （＋28.8%）

23,103 

29,409 （＋27.3%）

29,744 

30,734 （＋3.3%）
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全国ベース
（単位：億円）
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第８回検討会
東京都ヒアリング説明資料



東京都の財源確保の内容（東京都ホームページより）

37

事業名
R7予算額
（百万円）

R6予算額
（百万円）

増減
（百万円）

取組区分 取組内容

１ 環状第４号線高輪地区整備事業 5,635 15,055 ▲9,420 規模等精査
事業進捗を踏まえ用地買収に係る経費等を精査の上、今後の生活再建に
向けた取組や工事の実施に必要な経費を計上し、事業を着実に推進

２
新型コロナウイルス感染症対応
緊急融資等利子補給

0 7,314 ▲7,314 事業終了
今後は制度融資を始め、多様な資金調達手段を確保することにより、中
小企業者の資金繰りを支援

３
スポーツ施設等の大規模改修
（財務局計画分）

82 6,930 ▲6,848 規模等精査
これまで都立スポーツ施設として必要な工事内容を十分に検討の上、設
計、工事を適切に実施し、今後も引き続き全都・全国的なスポーツ大会や
国際大会も開催できる広域的な機能を備えた施設を整備

４ とうきょうママパパ応援事業 3,250 9,070 ▲5,820 事業集約
育児パッケージ及びバースデーサポートを東京都出産・子育て応援事業
に移行した上で、産後ケア・家事育児支援等の各種母子保健サービスの
提供を一層充実

５ 高校改革推進計画に基づく改築 3,378 7,400 ▲4,021 規模等精査

これまでの工事計画の進捗状況を踏まえ、工程に沿って円滑に工事を進
めるため、資材価格の高騰等の社会情勢に応じて工事単価の見直しを行
いながら必要な経費を計上し、施設・設備の確保及び充実を図るのため
に必要な取組を継続的に実施

６
都有施設（事業所等）における太
陽光発電設備等設置加速化事業

4,681 8,308 ▲3,627 規模等精査
これまでの既存都有施設への太陽光発電設備設置の進捗状況を踏まえ、
設置可能な施設件数を調査の上、加速化を図り、設置施設充実に必要な
経費を計上し、既存都有施設への太陽光発電設備設置の取組を推進

７
街路整備（都市の骨格を形成す
る幹線道路の整備）

68,394 71,917 ▲3,524 規模等精査
都市の骨格となる道路ネットワークを形成するため、昨今の情勢を踏ま
えて物価高騰による影響額を精査しながら、各箇所の事業進捗を踏まえ
て工事着手範囲の拡大に必要な経費を計上し、事業を着実に推進

８
新エネルギー推進に係る技術開
発支援事業

6,219 9,205 ▲2,986 規模等拡大

より社会への波及効果の高い技術の開発及び社会実装を進めるため、支
援期間を３年から最大５年へと延長することで採択可能なプロジェクト
の範囲の拡大を図りながら、調査・研究や実証等に要する経費を助成し、
新エネルギーの開発・普及を促進

９ 財政調整交付金 68,605 71,492 ▲2,886 規模等精査
国民健康保険事業に要する経費の見込みに基づき、必要な経費を適切に
見積もり、区市町村の財政調整に必要な取組を継続的に実施

10 単独事業（新海面） 8,924 11,600 ▲2,676 方法見直し
工事規模及び工事範囲の見直しを図り、経費を精査の上、新海面処分場
整備に必要な経費を計上

▲49,122

東京都ホームページ「TOKYOメリハリレビュー見える化ボード・事業評価」評価手法内訳のうち事後検証による評価のシートについて、
増減額（R6予算額比で減）が大きい順に上位10事業は以下のとおり。

10事業の増減額計▲491億円
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第８回検討会
福岡県ヒアリング説明資料



その他の財政力格差に係る分析等
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① 地方団体の財政構造の弾力性を判断するための指標である経常収支比率を見ると、東京都及び

特別区の比率が指定都市20市と比べ突出して低く、自由に使える財源が潤沢である、との見方が

ある（第7回検討会：指定都市市長会ヒアリング）。

② 投資的経費充当の一般財源の状況を見ると、東京都は投資的経費充当の一般財源の割合が

47.5％で、全国平均の14.6％を大きく上回っている（第8回検討会：埼玉県ヒアリング）。

地方債残高について、他の道府県は増加傾向にある一方、東京都は縮減傾向にある。

③ 東京都からは、事業の徹底した見直しを実施し、直近９年間では、合計9,400億円の財源をねん

出しており、切迫性の高い課題などに対して、対策を講じてきたとの見解が示された（第8回検討会：東

京都ヒアリング）。

この点について、東京都のホームページを見ると、公共事業の事業進捗によるものや単なる事業

の組替えなどが事業見直しに計上されており、本来的な意味での事業の見直しとはいえないのでは

ないかとの意見もあった（第8回検討会：東京都ヒアリング）。

また、東京都は９年間で９千億円超という行財政改革を実施しており、これだけの改革が可能とい

うことは、削減できない標準的な行政サービスに要する歳出が相対的に少なく、見直し可能な経費

が多いことを示しているとの指摘があった（第8回検討会：福岡県ヒアリング）。
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